
民生費
392億440万円（54.7％）
高齢者・障害者への
サービス、子育て支援、
生活保護など

市税
320億7,342万円（44.7％）
市民税、固定資産税など国庫支出金

128億6,282万円（17.9％）
使い方が決められている
国からの補助金など

使用料及び手数料
7億4,581万円（1.0％）
施設の使用料、
ごみ収集手数料など

その他
30億803万円（4.2％）
市有地の売却による
収入や寄附金など

総務費
75億4,438万円（10.5％）
市役所の運営費、
職員の人件費、
コミュニティの推進など

公債費
56億3,371万円（7.9％）
借入金の返済など

市債
43億6,220万円（6.1％）
道路建設などの借入金

都支出金
97億3,693万円（13.6％）
使い方が決められている
都からの補助金など

繰入金
12億7,763万円（1.8％）
基金（市の貯金）
から繰り入れた
お金など

地方交付税
34億3,500万円（4.8％）
使い方が決められて
いない国からの交付金

地方消費税交付金
32億1,000万円（4.5％）
地方消費税のうち、
市区町村に配分される
もの

分担金及び負担金
9億8,960万円（1.4％）
保育料など

教育費
74億5,256万円（10.4％）
小中学校やスポーツ
施設の運営費など

土木費
37億2,274万円（5.2％）
道路や公園の整備など

衛生費
47億9,554万円（6.7％）
ごみ収集、健康促進など

消防費
24億4,860万円（3.4％）
防災対策など

議会費
4億6,347万円（0.6％）
議会の運営費、
議員の報酬など

その他
4億3,606万円（0.6％）
商店街や農業の振興など

◆
一
般
会
計（
第
４
号
）

【
説
明
】
歳
入
歳
出
予
算
か
ら

そ
れ
ぞ
れ
１
億
５
千
770
万
５
千

円
を
減
額
し
、
総
額
を
723
億
７

千
391
万
８
千
円
と
す
る
も
の
。

【
主
な
質
疑
項
目
】

・
法
人
市
民
税
の
減
収
要
因
と

市
内
企
業
の
現
状
に
つ
い
て

・
学
校
施
設
環
境
改
善
交
付
金

が
不
採
択
と
な
っ
た
理
由
、

国
へ
の
働
き
か
け
、
財
源
の

対
応
に
つ
い
て

・
不
動
産
売
払
収
入
の
売
却
に

至
ら
な
か
っ
た
場
所
、
理
由
、

平
成
31
年
度
当
初
予
算

平
成
30
年
度
補
正
予
算

平
成
31
年
度
補
正
予
算

◆
一
般
会
計

【
説
明
】
歳
入
歳
出
予
算
を
そ

れ
ぞ
れ
714
億
１
千
300
万
円
と
す

る
も
の
。
債
務
負
担
行
為
は
、

放
送
設
備
等
改
修
事
業
、
仮
庁

舎
執
務
室
等
移
転
構
築
委
託
料

な
ど
29
件
を
予
定
。
地
方
債
は
、

保
谷
庁
舎
解
体
事
業
な
ど
17
事

業
、
43
億
６
千
220
万
円
の
借
入

限
度
額
を
予
定
。
一
時
借
入
金

は
、
最
高
額
を
60
億
円
と
す
る
。

【
主
な
質
疑
項
目
】

・
市
税
に
お
け
る
法
人
市
民
税

の
動
向
、
固
定
資
産
税
の
増

要
因
、
10
月
に
予
定
さ
れ
て

い
る
消
費
税
増
税
の
歳
入
へ

の
影
響
に
つ
い
て

・
図
書
館
運
営
管
理
費
負
担
金

の
新
座
市
と
の
協
議
の
状
況

に
つ
い
て

・
不
動
産
売
払
収
入
に
お
け
る

未
利
用
市
有
地
の
売
払
い
の

考
え
方
に
つ
い
て

・
ふ
る
さ
と
納
税
寄
附
金
に
お

け
る
地
場
産
品
の
考
え
方
、

魅
力
あ
る
返
礼
品
の
検
討
状

況
に
つ
い
て

・
財
政
調
整
基
金
繰
入
金
が
過

去
最
少
と
な
っ
た
要
因
と
今

後
の
見
通
し
に
つ
い
て

・
仮
庁
舎
等
整
備
事
業
費
に
計

上
さ
れ
た
費
用
と
こ
れ
ま
で

の
試
算
額
の
関
係
、
基
金
残

高
の
推
移
と
見
込
み
に
つ
い

て
・
参
議
院
議
員
選
挙
執
行
費
に

お
け
る
期
日
前
投
票
所
の
ひ

ば
り
が
丘
地
域
で
の
試
行
内

容
、
投
票
時
間
の
検
討
、
本

格
実
施
へ
の
条
件
に
つ
い
て

・
子
ど
も
条
例
推
進
事
業
費
に

お
け
る
（
仮
称
）
子
ど
も
相

談
室
の
工
事
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
、

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

と
の
連
携
に
つ
い
て

・
幼
保
無
償
化
に
向
け
た
保
護

者
支
援
の
状
況
、
食
材
料
費

の
金
額
に
つ
い
て

・
清
掃
費
の
資
源
収
集
委
託
の

戸
別
収
集
実
施
の
費
用
と
財

源
、
収
支
見
通
し
、
集
合
住

宅
へ
の
対
応
、
地
域
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
と
の
関
係
に
つ
い
て

・
産
業
振
興
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン

の
創
業
サ
ポ
ー
ト
施
設
及
び

女
性
の
働
き
方
サ
ポ
ー
ト
推

進
事
業
拠
点
整
備
の
利
用
状

況
、
課
題
、
事
業
効
果
に
つ

い
て

・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
運
行
補

助
金
の
利
用
者
増
へ
の
取
り

予
算
特
別
委
員
会
の
審
査
か
ら

国民健康保険特別会計
下水道事業特別会計
駐車場事業特別会計
介 護 保 険 特 別 会 計
後期高齢者医療特別会計

下 水 道 事 業 会 計

会　 計　 区　 分
一　 般　 会　 計
特　 別　 会　 計

公 営 企 業 会 計

合　　　　　　計

平成31年度予算額
 714億1,300万円 744億4,200万円 △4.1%
 414億3,392万円 434億5,174万円 △4.6%
 191億7,791万円 192億8,541万円 △0.6%
 ―          28億1,540万円 皆減
 1億2,704万円 1億2,704万円 0.0%
 173億9,996万円 166億  871万円 4.8%
 47億2,901万円 46億1,519万円 2.5%
 42億9,051万円 ―          皆増
 42億9,051万円 ―          皆増
 1,171億3,743万円 1,178億9,374万円 △0.6%

平成30年度予算額 伸び率 第
１
回
定
例
会
で
は
、
平
成
31
年
度
当
初
予
算
に
つ
い
て
、
一
般
会
計
の
ほ
か
、
特
別
会
計
・
企

業
会
計
の
予
算
を
、
３
月
13
日
か
ら
７
日
間
、
予
算
特
別
委
員
会
で
審
査
し
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
30
年
度
補
正
予
算
を
３
月
４
日
・
５
日
に
審
査
し
、
平
成
31
年
度
補
正
予
算
を
３
月

27
日
に
審
査
し
ま
し
た
。

こ
こ
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
主
な
審
査
内
容
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

◇
質
問
の
内
容
の
詳
細
は
会
議
録
に
掲
載
し
ま
す
。「
会
議
録
の
公
開
予
定
」は
10
面
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

歳入 歳出

組
み
、
増
便
す
る
場
合
の
コ

ス
ト
に
つ
い
て

・
移
動
支
援
実
証
運
行
補
助
金

の
ル
ー
ト
選
定
理
由
、
田
無

庁
舎
に
な
っ
た
経
緯
、
利
用

見
込
み
人
数
と
収
支
見
通
し

に
つ
い
て

・
無
電
柱
化
検
討
路
線
基
礎
調

査
委
託
料
の
内
容
、
優
先
順

序
の
考
え
方
、
市
の
考
え
の

反
映
に
つ
い
て

・
私
道
整
備
工
事
の
予
算
の
増

額
、
整
備
の
順
番
、
整
備
待

ち
解
消
の
見
通
し
に
つ
い
て

・
（
仮
称
）
泉
小
学
校
跡
地
公

園
整
備
の
開
園
の
見
通
し
、

広
さ
、
利
用
時
間
な
ど
の
ル

ー
ル
、
保
育
現
場
の
意
見
反

映
、
庁
内
連
携
に
つ
い
て

・
学
校
選
択
制
の
あ
り
方
の
検

討
、
公
平
な
教
育
環
境
と
学

校
の
特
色
に
つ
い
て

・
中
央
図
書
館
・
田
無
公
民
館

耐
震
補
強
等
改
修
事
業
に
お

け
る
工
事
期
間
、
利
用
の
制

限
に
つ
い
て

【
結
果
】
賛
成
多
数
で
可
決

◆
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

◆
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

◆
介
護
保
険
特
別
会
計

◆
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

◆
下
水
道
事
業
会
計

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

今
後
の
見
通
し
に
つ
い
て

・
寄
附
金
の
動
向
と
前
年
と
の

比
較
、
ふ
る
さ
と
納
税
の
収

入
と
市
民
税
の
流
出
金
額
、

市
の
考
え
に
つ
い
て

・
庁
舎
整
備
基
金
積
立
金
の
減

少
理
由
、
そ
の
影
響
、
目
標

金
額
、
積
み
方
の
ル
ー
ル
に

つ
い
て

・
被
災
農
業
者
向
け
経
営
体
育

成
支
援
事
業
補
助
金
の
対
象
、

被
害
状
況
、
自
己
負
担
、
繰

越
明
許
費
に
な
っ
た
理
由
に

つ
い
て

・
住
宅
費
の
耐
震
改
修
等
事
業

費
の
執
行
率
が
低
い
理
由
、

事
業
の
評
価
、
必
要
性
に
つ

◆
一
般
会
計（
第
１
号
）

【
説
明
】
歳
入
歳
出
予
算
に
そ

れ
ぞ
れ
２
億
８
千
844
万
５
千
円

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。
※下水道事業特別会計は、平成31年度から地方公営企業法の財務規定等の適用により、下水道事業会計
として公営企業会計に移行します。下水道事業会計の予算規模は、支出予算の総額としています。

717億145万円 717億145万円

当初予算比較表

い
て

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

◆
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

（
第
２
号
）

◆
下
水
道
事
業
特
別
会
計

（
第
２
号
）

◆
介
護
保
険
特
別
会
計

（
第
２
号
）

◆
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

（
第
２
号
）

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

を
追
加
し
、
総
額
を
717
億
144
万

５
千
円
と
す
る
も
の
。

　
歳
入
は
、
国
庫
支
出
金
及
び

繰
入
金
を
増
額
。

　
歳
出
の
主
な
も
の
に
つ
い
て
、

総
務
費
は
、
10
月
の
消
費
税
率

の
引
き
上
げ
に
あ
わ
せ
て
実
施

さ
れ
る
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券

事
業
の
実
施
に
伴
う
増
額
。
衛

生
費
は
、
国
の
風
し
ん
の
追
加

的
対
策
に
伴
う
増
額
。

【
結
果
】
賛
成
多
数
で
可
決

一般会計歳入・歳出予算の内訳
平成31年度予算総額（一般会計） 717億145万円　住民１人当たり…約35万円　　１世帯当たり…約73万円

※平成31年４月１日現在の人口、世帯数で計算しています。
※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。
※一般会計補正予算（第１号）２億8,845万円の増額を含みます。

予算特別委員会の審査から

令和元年5月15日　 発行 第83号 （8）

西東京市


